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Ⅰ　平成３１年度湖西市予算総括表

平成31年度予算額 平成30年度予算額 増減額 伸率

39,528,785 39,157,579 371,206 0.9

会　計　名　称 平成31年度予算額 平成30年度予算額 増減額 伸率

一般会計 21,270,000 20,500,000 770,000 3.8

特別会計

会　計　名　称 平成31年度予算額 平成30年度予算額 増減額 伸率

国民健康保険事業特別会計 5,686,000 5,643,000 43,000 0.8

介護保険事業特別会計 4,236,616 3,984,943 251,673 6.3

後期高齢者医療事業特別会計 672,840 666,834 6,006 0.9

合計 10,595,456 10,294,777 300,679 2.9

企業会計

会　計　名　称 平成31年度予算額 平成30年度予算額 増減額 伸率

公共下水道事業会計 2,267,043 2,560,222 ▲ 293,179 ▲ 11.5

水道事業会計 1,580,555 1,580,739 ▲ 184 ▲ 0.0

病院事業会計 3,815,731 4,221,841 ▲ 406,110 ▲ 9.6

合計 7,663,329 8,362,802 ▲ 699,473 ▲ 8.4

予算総額

（単位：千円、％）
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Ⅱ　平成平成 31 年度当初予算の概要についての概要について概要についてについて

　平成１　平成予算の概要について編成の概要について基本姿勢

改元に伴い新しい時代が始まる平成に伴い新しい時代が始まる平成い新しい時代が始まる平成しい時代が始まる平成が始まる平成始まる平成まる平成平成31年度は、10年、20年先の将来をしっかりとの概要について将来をしっかりとをしっかりと

見据えたうえで、持続可能な発展のため、えたうえで、持続可能な発展のため、な発展のため、発展のため、の概要についてため、

『職住近接』をキーワードに、①子育て支援の充実　②産業の振興　③観光・シをキーワードに、①子育て支援の充実　②産業の振興　③観光・シに、①子育て支援の充実　②産業の振興　③観光・シ子育て支援の充実　②産業の振興　③観光・シて支援の充実　②産業の振興　③観光・シの概要について充実　平成②産業の振興　③観光・シの概要について振興　平成③観光・シシ

ティプロモーションの推進を重点事業として取り組む。の概要について推進を重点事業として取り組む。を重点事業の振興　③観光・シとして取り組む。り組む。む。人口減少対策や活気あるまちや活気あるまち活気あるまちある平成まち

づくりな発展のため、ど、新しい時代が始まる平成たな発展のため、事業の振興　③観光・シとこれまでの概要について取り組む。り組む。みをさらに発展のため、・シ深化させながら、将来させな発展のため、が始まる平成ら、将来をしっかりと

の概要についてために真に必要な施策を着実に推進する。に必要についてな発展のため、施策や活気あるまちを着実に推進を重点事業として取り組む。する平成。

また、厳しい財政状況の中、「歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られたしい財政状況の中、「歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られたの概要について中、「歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られたに見合った歳出構造」の考えのもと、限られたった歳出構造」の考えのもと、限られたの概要について考えのもと、限られたえの概要についてもと、限られたられた

財源を有効に活用しつつ、財政の健全化による持続可能な行財政基盤の構築に向けたを有効に活用しつつ、財政の健全化による持続可能な行財政基盤の構築に向けたに活用しつつ、財政の健全化による持続可能な行財政基盤の構築に向けたしつつ、財政の概要について健全化させながら、将来による平成持続可能な発展のため、な発展のため、行財政基盤の構築に向けたの概要について構築に向けたに向けたけた

予算の概要について編成とした。

　平成 『職住近接』をキーワードに、①子育て支援の充実　②産業の振興　③観光・シ

　平成　平成　平成本市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外では、企業の振興　③観光・シ活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外でが始まる平成活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外での概要について稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外でぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で力は強いが、市外からの通勤者や市外では強いが、市外からの通勤者や市外でいが始まる平成、市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で外からの通勤者や市外でからの概要について通勤者や市外でや活気あるまち市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で外からの通勤者や市外でで

　平成　平成の概要について買い物が多いことなど、市外への所得流出が大きい構造となっている。い物が多いことなど、市外への所得流出が大きい構造となっている。が始まる平成多いことなど、市外への所得流出が大きい構造となっている。いことな発展のため、ど、市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で外からの通勤者や市外でへの概要について所得流出が始まる平成大きい構造となっている。きい構造とな発展のため、っている平成。

　平成　平成　平成この概要についてため、本市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外では人口減少対策や活気あるまちとして、昼夜間人口の概要について差の解消及び移住・定住のの概要について解消及び移住・定住のび移住・定住の移住・シ定住の概要について

　平成　平成促進を重点事業として取り組む。を重点的に行う。　に行う。　平成

こうした結果、平成31年度一般会計予算の概要について（案）の総額はの概要について総額はは

　平成　平成　平成　平成　平成　平成　平成212      億      7      千万円   とし、　平成

　平成　平成　平成　平成　平成　平成　平成　平成　平成全会計では、395      億      3      千万円   を計上した。した。
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　平成

　平成２　平成一般会計歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られた・シ歳出予算の概要について（案）の総額はの概要について概況の中、「歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られた

歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られた予算の概要についての概要について根幹をなす市税収入は、全体で対前年度比をな発展のため、す市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で税収入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られたは、全体で対前年度比で対前年度比 2.6％増のの概要について112億 6千 6百万円

とした。

この概要についてうち市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で民税は、景気あるまちが始まる平成緩やかに回復していることから、個人市民税についてはや活気あるまちかに回復していることから、個人市民税についてはしている平成ことから、個人市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で民税については、

対前年度比 1.4％の概要について増のとな発展のため、る平成34億 4千 4百万円と見込み、法人市民税については、企み、法人市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で民税については、企

業の振興　③観光・シ業の振興　③観光・シ績の好調維持により対前年度比の概要について好調維持により対前年度比16.8％の概要について増のとな発展のため、る平成12億 8千 4百万円を見込み、法人市民税については、企んだ。

これにより市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で民税全体で対前年度比では、対前年度比5.2％増のの概要について47億 2千 8百万円と見込み、法人市民税については、企んだ。

固定資産税の概要について土地については、一部で地価の下落が続いている。家屋については、で地価の下落が続いている。家屋については、の概要について下落が続いている。家屋については、が始まる平成続いている平成。家屋については、については、

新しい時代が始まる平成築に向けた家屋については、の概要について増の加を見込み、償却資産については、大規模な設備投資がないものと見込を見込み、法人市民税については、企み、償却資産については、大きい構造となっている。規模な設備投資がないものと見込な発展のため、設備投資が始まる平成な発展のため、いもの概要についてと見込み、法人市民税については、企

んだ。これにより固定資産税全体で対前年度比では、前年度とほぼ変わらず変わらずわらず 56億 3千 1百万円と見

込み、法人市民税については、企んだ。

軽自動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で車税は、税制改正による影響分を反映し対前年度比による平成影響分を反映し対前年度比を反映し対前年度比し対前年度比 7.8％の概要について増のの概要について1億7千5百

万円と見込み、法人市民税については、企んだ。

市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外でたばこ税は、消費本数の減少傾向にあるものの税率の引き上げにより対前年度比の概要について減少傾向けたにある平成もの概要についての概要について税率の引き上げにより対前年度比の概要について引き上げにより対前年度比き上した。げにより対前年度比

2.2％の概要について増のの概要について3億2千9百万円と見込み、法人市民税については、企んだ。

国庫支出金については、継続中のについては、継続中の概要について大きい構造となっている。倉戸茶屋については、松線整備事業の振興　③観光・シに加を見込み、償却資産については、大規模な設備投資がないものと見込え、民間保育て支援の充実　②産業の振興　③観光・シ園等施

設整備事業の振興　③観光・シや活気あるまち消費増の税対策や活気あるまちに伴い新しい時代が始まる平成うプレミアム付商品券事業があることから付商品券事業の振興　③観光・シが始まる平成ある平成ことから、対前年度

比4.2％の概要について増のとして見込み、法人市民税については、企んだ。

　平成地方交付税については、合った歳出構造」の考えのもと、限られた併算の概要について定替による激変緩和期間の最終年度にあたり、段階による平成激変わらず緩やかに回復していることから、個人市民税については和期間の概要について最終年度にあたり、段階

的に行う。　縮減に伴い新しい時代が始まる平成い、前年度比39.2％の概要について減とした。

　平成繰入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られた金については、継続中のについては、計画的に行う。　に財政調整基金については、継続中のを活用しつつ、財政の健全化による持続可能な行財政基盤の構築に向けたし必要についてな発展のため、財源を有効に活用しつつ、財政の健全化による持続可能な行財政基盤の構築に向けたを確保する平成ため、対

前年度比2.5％の概要について減とした。

市は、企業活動が活発で地域の稼ぐ力は強いが、市外からの通勤者や市外で債については、浜名湖西岸土地区画整理事業などの各種建設事業に対応するためについては、浜名湖西岸土地区画整理事業の振興　③観光・シな発展のため、どの概要について各種建設事業の振興　③観光・シに対応するためする平成ため、

対前年度比81.0％の概要について増のとな発展のため、る平成12億 8千 7百万円とした。

歳出予算の概要について（案）の総額はについては、「歳入に見合った歳出構造」の考えのもと、限られたに見合った歳出構造」の考えのもと、限られたった歳出構造」の考えのもと、限られたの概要について考えのもと、限られたえの概要についてもと、予算の概要について編成

の概要について基本姿勢に沿って、事業の展開や諸施策の充実を図ることとした。って、事業の振興　③観光・シの概要について展のため、開や諸施策の充実を図ることとした。や活気あるまち諸施策や活気あるまちの概要について充実を図ることとした。る平成こととした。
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Ⅲ　一般会計の概要
１　目的別予算の状況（款別）

　（１）　歳入予算
［単位：千円、％］

01 市税 11,266,066 10,977,177 288,889 2.6 53.0

01 市民税 4,728,381 4,495,880 232,501 5.2 22.2
02 固定資産税 5,631,080 5,609,039 22,041 0.4 26.5
03 軽自動車税 174,894 162,202 12,692 7.8 0.8
04 市たばこ税 328,672 321,709 6,963 2.2 1.5
06 都市計画税 403,039 388,347 14,692 3.8 1.9

02 地方譲与税 221,292 222,000 ▲ 708 ▲ 0.3 1.0

03 利子割交付金 14,000 14,000 0 0.0 0.1

04 配当割交付金 34,000 38,000 ▲ 4,000 ▲ 10.5 0.2

05 株式等譲渡所得割交付金 42,000 50,000 ▲ 8,000 ▲ 16.0 0.2

06 地方消費税交付金 1,250,000 1,227,000 23,000 1.9 5.9

07 ゴルフ場利用税交付金 19,000 19,000 0 0.0 0.1

08 60,000 81,000 ▲ 21,000 ▲ 25.9 0.3

09 地方特例交付金 40,000 40,000 0 0.0 0.2

10 地方交付税 237,000 390,000 ▲ 153,000 ▲ 39.2 1.1

11 交通安全対策特別交付金 12,000 12,000 0 0.0 0.1

12 分担金及び負担金 52,114 67,456 ▲ 15,342 ▲ 22.7 0.2

13 使用料及び手数料 491,586 537,961 ▲ 46,375 ▲ 8.6 2.3

14 国庫支出金 2,431,935 2,333,672 98,263 4.2 11.4

15 県支出金 1,162,517 1,170,200 ▲ 7,683 ▲ 0.7 5.5

16 財産収入 193,055 60,313 132,742 220.1 0.9

17 寄附金 405,116 470,080 ▲ 64,964 ▲ 13.8 1.9

18 繰入金 1,208,448 1,239,109 ▲ 30,661 ▲ 2.5 5.7

19 繰越金 500,000 500,000 0 0.0 2.3

20 諸収入 342,571 339,932 2,639 0.8 1.6

21 市債 1,287,300 711,100 576,200 81.0 6.0

21,270,000 20,500,000 770,000 3.8 100.0

款 平成31年度
予算額

平成30年度
予算額

比 較 伸率 構成比
項

歳    入  　合   　計

※見やすい表とするため、項を省略表示しています。

自動車取得税交付金・
環境性能割交付金
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　（２）　歳出予算
［単位：千円、％］

01 議会費 186,168 180,912 5,256 2.9 0.9

02 総務費 2,296,728 2,061,434 235,294 11.4 10.8

03 民生費 6,332,373 6,049,735 282,638 4.7 29.8

01 社会福祉費 3,117,113 3,023,389 93,724 3.1 14.7
02 児童福祉費 2,891,374 2,686,491 204,883 7.6 13.6
03 生活保護費 323,551 339,514 ▲ 15,963 ▲ 4.7 1.5
04 災害救助費 335 341 ▲ 6 ▲ 1.8 0.0

04 衛生費 3,072,871 3,241,391 ▲ 168,520 ▲ 5.2 14.4

01 保健衛生費 626,067 630,926 ▲ 4,859 ▲ 0.8 2.9
02 清掃費 1,473,377 1,444,983 28,394 2.0 6.9
03 環境対策費 27,509 28,706 ▲ 1,197 ▲ 4.2 0.1
04 病院費 945,918 1,136,776 ▲ 190,858 ▲ 16.8 4.4

05 労働費 84,640 169,528 ▲ 84,888 ▲ 50.1 0.4

06 農林水産業費 206,385 236,735 ▲ 30,350 ▲ 12.8 1.0

01 農業費 195,979 227,539 ▲ 31,560 ▲ 13.9 0.9
02 林業費 7,496 4,962 2,534 51.1 0.0
03 水産業費 2,910 4,234 ▲ 1,324 ▲ 31.3 0.0

07 商工費 909,851 965,256 ▲ 55,405 ▲ 5.7 4.3

08 土木費 3,008,225 2,520,885 487,340 19.3 14.1

01 土木管理費 88,798 111,219 ▲ 22,421 ▲ 20.2 0.5
02 道路橋梁費 757,788 926,472 ▲ 168,684 ▲ 18.2 3.6
03 河川費 58,089 43,098 14,991 34.8 0.3
04 都市計画費 1,981,665 1,293,401 688,264 53.2 9.3
05 住宅費 103,090 128,151 ▲ 25,061 ▲ 19.6 0.5
06 公共用地取得費 0 0 0 0.0 0.0
07 港湾費 18,795 18,544 251 1.4 0.1

09 消防費 1,137,061 1,349,600 ▲ 212,539 ▲ 15.7 5.3

10 教育費 2,353,606 2,057,124 296,482 14.4 11.1

01 教育総務費 490,217 500,012 ▲ 9,795 ▲ 2.0 2.3
02 小学校費 194,677 203,340 ▲ 8,663 ▲ 4.3 0.9
03 中学校費 225,339 242,465 ▲ 17,126 ▲ 7.1 1.1
04 幼稚園費 743,783 532,560 211,223 39.7 3.5
06 社会教育費 415,276 307,861 107,415 34.9 1.9
07 保健体育費 284,314 270,886 13,428 5.0 1.3

11 災害復旧費 1,970 1,970 0 0.0 0.0

12 公債費 1,630,122 1,615,430 14,692 0.9 7.7

13 予備費 50,000 50,000 0 0.0 0.2

21,270,000 20,500,000 770,000 3.8 100.0

款 平成31年度
予算額

平成30年度
予算額

比 較 伸率 構成比
項

歳    　出   　合    　計

※見やすい表とするため、項を省略表示しています。
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.

市税

112.7億円
53.0%

繰入金

12.1億円
5.7%

使用料及び手数料

4.9億円
2.3%

寄付金

4.1億円
1.9%

自主財源その他

10.8億円
5.1%

国庫支出金

24.3億円
11.4%

県支出金

11.6億円
5.5%

地方消費税交付金

12.5億円
5.9%

市債

12.9億円
6.0%

地方交付税

2.4億円
1.1%

その他

4.4億円
2.1%

一般会計・当初予算・歳入

民生費

63.3億円
29.8%

衛生費

30.7億円
14.4%

土木費

30.1億円
14.1%

総務費

23.0億円
10.8%

教育費

23.5億円
11.1%

公債費

16.3億円
7.7%

消防費

11.4億円
5.3%

商工

費

9.1億

円
4.3%

農林水産業

費

2.1億円
1.0%

議会費

1.9億円
0.9%

その他

1.3億円
0.6%

一般会計・当初予算・歳出（目的別）
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　２　性質別経費の状況

　（１）　歳入予算

予　算　額 構成比 予　算　額 構成比 増　減　額 増減率

市 税 11,266,066 53.0 10,977,177 53.5 288,889 2.6

分担金及び負担金 52,114 0.2 67,456 0.3 ▲ 15,342 ▲ 22.7

使用料及び手数料 491,586 2.3 537,961 2.6 ▲ 46,375 ▲ 8.6

財 産 収 入 193,055 0.9 60,313 0.3 132,742 220.1

寄 附 金 405,116 1.9 470,080 2.3 ▲ 64,964 ▲ 13.8

繰 入 金 1,208,448 5.7 1,239,109 6.0 ▲ 30,661 ▲ 2.5

繰 越 金 500,000 2.3 500,000 2.4 0 0.0

諸 収 入 342,571 1.6 339,932 1.7 2,639 0.8

14,458,956 67.9 14,192,028 69.1 266,928 1.9

地 方 譲 与 税 221,292 1.0 222,000 1.1 ▲ 708 ▲ 0.3

利 子 割 交 付 金 14,000 0.1 14,000 0.1 0 0.0

配 当 割 交 付 金 34,000 0.2 38,000 0.2 ▲ 4,000 ▲ 10.5

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

42,000 0.2 50,000 0.2 ▲ 8,000 ▲ 16.0

地方消費税交付金 1,250,000 5.9 1,227,000 6.0 23,000 1.9

ゴ ル フ 場 利
用 税 交 付 金

19,000 0.1 19,000 0.1 0 0.0

自動車取得税交付金・
環 境 性 能 割 交 付 金 60,000 0.3 81,000 0.4 ▲ 21,000 ▲ 25.9

地 方 特 例 交 付 金 40,000 0.2 40,000 0.2 0 0.0

地 方 交 付 税 237,000 1.1 390,000 1.9 ▲ 153,000 ▲ 39.2

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

12,000 0.1 12,000 0.1 0 0.0

国 庫 支 出 金 2,431,935 11.4 2,333,672 11.4 98,263 4.2

県 支 出 金 1,162,517 5.5 1,170,200 5.7 ▲ 7,683 ▲ 0.7

市 債 1,287,300 6.0 711,100 3.5 576,200 81.0

6,811,044 32.1 6,307,972 30.9 503,072 8.0

21,270,000 100.0 20,500,000 100.0 770,000 3.8

（単位：千円、％）

区　　　分
H31年度当初 H30年度当初 比　　　較

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

（小　　　計）

依
　
　
　
　
存
　
　
　
　
財
　
　
　
　
源

（小　　　計）

合　　　　計

7



　（２）　歳出予算

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)－(B) 伸率

4,465,993 21.0 4,482,666 21.9 ▲ 16,673 ▲ 0.4

3,605,373 17.0 3,532,416 17.2 72,957 2.1

1,630,122 7.6 1,615,430 7.9 14,692 0.9

3,931,346 18.5 3,809,905 18.6 121,441 3.2

502,846 2.4 468,342 2.3 34,504 7.4

3,193,799 15.0 3,434,270 16.8 ▲ 240,471 ▲ 7.0
一 般 分 3,164,037 14.9 3,404,521 16.6 ▲ 240,484 ▲ 7.1
一部事務組合負担金 29,762 0.1 29,749 0.1 13 0.0
農林漁業資金償還金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

17,329,479 81.5 17,343,029 84.7 ▲ 13,550 ▲ 0.1

140,179 0.6 165,564 0.8 ▲ 25,385 ▲ 15.3

0 0.0 0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,032,991 4.9 1,003,898 4.9 29,093 2.9

1,173,170 5.5 1,169,462 5.7 3,708 0.3

2,715,381 12.8 1,935,539 9.4 779,842 40.3
補 助 事 業 費 913,219 4.3 1,081,939 5.3 ▲ 168,720 ▲ 15.6
単 独 事 業 費 1,746,669 8.2 786,743 3.8 959,926 122.0
県営事業負担金 55,493 0.3 66,857 0.3 ▲ 11,364 ▲ 17.0

1,970 0.0 1,970 0.0 0 0.0

2,717,351 12.8 1,937,509 9.4 779,842 40.3

50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

21,270,000 100.0 20,500,000 100.0 770,000 3.8

予算額(A) 構成比 予算額(B) 構成比 (A)－(B) 伸率

国 保 会 計 312,375 30.2 312,570 31.1 ▲ 195 ▲ 0.1
介 護 保 険 会 計 591,823 57.3 542,020 54.0 49,803 9.2
後期高齢者会計 118,276 11.5 127,591 12.7 ▲ 9,315 ▲ 7.3
医 学 修 学 基 金 10,400 1.0 21,600 2.2 ▲ 11,200 ▲ 51.9
育英奨学基金会計 117 0.0 117 0.0 0 0.0

1,032,991 100.0 1,003,898 100.0 29,093 2.9
公共下水道会計 696,026 － 759,942 － ▲ 63,916 ▲ 8.4
病 院 会 計 935,518 － 1,115,176 － ▲ 179,658 ▲ 16.1

※各区分は決算統計に基づく性質別予算額です。

※企業会計への繰出金は、決算統計では補助費等に区分されます。

繰
 
出
 
金

内
　
　
訳

計

補助費等

補助費等

合          計

(内  訳) （単位：千円、％）
平成31年度 平成30年度 比     較　　　　　　　　年　度

区　分

予   備   費

そ
の
他
経
費

積 立 金

貸 付 金

投 ・ 出 資 金

繰 出 金

計

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

内
 
訳

災 害 復 旧 事 業 費

計

経
常
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

内

訳

計

（単位：千円、％）

平成31年度 平成30年度 比     較　　　　　　　　年　度
区　分
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一般会計・当初予算の推移
市税 市債 その他 合計億円

平成31年度・212.7億円

平

成

人件費

44.7億円
21.0%

扶助費

36.1億円
17.0%

公債費

16.3億円
7.6%

物件費

39.3億円
18.5%

維持補修費

5.0億円
2.4%

補助費等

31.9億円
15.0%

普通建設事業費

27.2億円
12.8%

繰出金

10.3億円
4.9%

その他

1.9億円
0.8%

一般会計・当初予算・歳出（性質別）
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　３　市税の状況について

平成30年度
当初予算

B (A-B)/B (A-C)/C

10,977,177 2.6 ▲ 6.4

3,396,563 1.4 ▲ 0.8

1,099,317 16.8 ▲ 17.3

5,609,039 0.4 ▲ 7.8

162,202 7.8 4.3

321,709 2.2 ▲ 0.2

388,347 3.8 ▲ 1.3

　４　地方交付税の状況について

　　（１）　交付額の推移

財政力指数
(単年度)

千円 千円

1.040

1.034

1.008

1.037

1.030

1.188

0.625

　※平成27年度から平成31年度まで合併算定替適用終了前の激変緩和期間

新居(合併算定替）

平成30年度 10,432,631 10,059,354 1.026 

2,011,211 3,215,535 0.631 

平成31年度
（見込）

一本算定 10,307,562 10,004,249 1.025 

湖西(合併算定替） 8,309,064 6,995,360 1.180 

平成28年度 10,521,423 10,171,740 1.016 

平成29年度 10,211,656 10,133,595 1.027 

平成27年度 10,710,794 10,302,054 0.993 

年　　　度 基準財政収入額 基準財政需要額
財政力指数
(3カ年平均)

平成30年度（見込） 296,565 100,000 396,565 

　　（２）　普通交付税の算出基礎及び財政力指数（3カ年平均）

平成31年度（予算） 97,000 140,000 237,000 

平成29年度 492,238 127,909 620,147 

年　　　度 普通交付税 特別交付税 計

平成27年度 861,585 150,355 1,011,940 

平成28年度 689,562 123,469 813,031 

軽自動車税 174,894 167,700

市たばこ税 328,672 329,243

都市計画税 403,039 408,313

（単位：千円）

法人市民税 1,284,486 1,553,201

固定資産税 5,631,080 6,104,565

市税 11,266,066 12,035,560

個人市民税 3,443,895 3,472,538

（単位：千円、％）

区　　　分
平成31年度

伸　率
平成29年度

伸　率
当初予算 決  算

A C
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　５　基金の状況について

平成29年度

年度末残高 積 立 額 取 崩 額 年度末残高 積 立 額 取 崩 額 年度末残高

財 政 調 整 (500,662) (930,000)

基 金 840,268 630,000 

(1)

0 

公 共 施 設 (588) (150,000)

整 備 基 金 140,089 266,000 

ふ る さ と (164,242) (152,400)

応 援 基 金 123,200 152,400 

豊 田 佐 吉 翁 (1,058)

記念奨学基金 998 

青 少 年 育 成
事 業 基 金

緑 と 水 の (1,364)

ふるさと基金 1,358 

文 化 の 香 る (1,990)

まちづくり基金 1,535 

交 通 遺 児 等 (0) (317)

福祉事業基金 454 114 

(117)

56 

村 田 光 雄 (1,966)

奨 学 基 金 1,903 

(71)

0 

(21,600)

21,600 

(687,281) (1,239,095)
1,125,667 1,054,308 

   ※平成30年度（見込）欄の（　）は当初予算額を表します。 
   ※財政調整基金の平成31年度積立額には、決算による積立金5億円(見込)を含みます。
   ※森林環境基金は、平成31年度新設予定の基金です。

医学修学基金 43,750 65,350 10,400 75,750 

850,006 

123,200 

138,772 

278,682 

13,500 

森林環境基金 3,292 3,292 

合　　　計 4,714,041 650,696 1,208,434 4,227,662 4,785,400 

123,585 1,966 119,716 

環 境 基 金 2,480 71 2,551 2,480 

121,682 

44,198 316 44,222 

育英奨学基金 86,724 117 86,897 86,780 

44,538 

1,358 0 

22,148 1,990 18,623 

0 

20,613 

地域福祉基金 278,682 100,000 178,682 

13,500 13,500 

975,917 228 150,000 700,234 

139,770 962 137,810 

152,400 136,024 123,200 136,024 

2,694,994 500,563 830,000 2,575,825 

減 債 基 金 134,535 1 134,536 

2,905,262 

134,535 

（単位：千円）

基 　金　 名
平成30年度（見込） 平成31年度（見込）
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　６　市債の状況について

　　（１）　市債の状況

市債発行額 元金償還額 利子償還額
年 度 末
市 債 残 高

実質公債費
比率

(3カ年平均)

1,558,700 1,653,061 210,991 18,184,023 7.6 

1,426,500 1,434,541 182,884 18,175,983 6.9 

平成29年度 727,800 1,488,124 160,036 17,415,659 6.4 

629,300 1,450,767 140,007 16,594,192 6.0 

2,237,200 1,485,917 144,205 17,345,475 6.0 

　　（２）　目的別市債残高

合 計 17,345,475

臨 時 税 収 補 て ん 債 0

臨 時 財 政 対 策 債 6,485,509

減 収 補 て ん 債 1,381,656

一 般 会 計

災 害 復 旧 事 業 債 0

臨 時 財 政 特 例 債 0

減 税 補 て ん 債 232,050

公 営 住 宅 債 723,235

消 防 債 897,334

教 育 債 2,460,964

都 市 計 画 事 業 債 1,678,534

総 務 債 5,200

民 生 債 197,840

衛 生 債 907,466

労 働 債 95,800

農 林 水 産 債 53,960

商 工 債 229,845

土 木 債 1,996,082

会　計　名 区　　　　　分 平成31年度末残高（見込）

（単位：千円、％）

年       度

平成27年度

平成28年度

平成30年度（見込）

平成31年度（見込）

※平成30年度（見込）の市債発行額には、29年度の繰越明許費に係る市債164,500千円を含みます。
※平成31年度（見込）の市債発行額には、30年度の繰越明許費に係る市債949,900千円を含みます。

（単位：千円）
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　　（３）　市債（全会計）の状況（参考）
（単位：千円）

一般会計 水道事業会計
公共下水道

事業(特別)会計 病院事業会計 合計

平成29年度 727,800 0 364,700 72,900 1,165,400

平成30年度(見込) 629,300 0 267,300 99,300 995,900

平成31年度(見込) 2,237,200 0 532,800 51,300 2,821,300

（単位：千円）

一般会計 水道事業会計
公共下水道

事業(特別)会計 病院事業会計 合計

平成29年度 17,415,659 821,102 10,347,145 917,410 29,501,316

平成30年度(見込) 16,594,192 676,227 10,040,506 715,385 28,026,310

平成31年度(見込) 17,345,475 555,539 9,975,719 652,486 28,529,219

年　　度
市　　債　　発　　行　　額

年　　度
市　　債　　残　　高
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節 平成31年度 平成30年度 増  減 増減率

01報酬 529,694 516,845 12,849 2.5

02給料 1,828,359 1,851,337 ▲ 22,978 ▲ 1.2

03職員手当等 1,484,996 1,486,588 ▲ 1,592 ▲ 0.1

04共済費 720,789 720,182 607 0.1

05災害補償費 400 400 0 0.0

06恩給及び退職年金 0 0 0 -

07賃金 75,563 62,042 13,521 21.8

08報償費 65,641 44,761 20,880 46.6

09旅費 41,663 48,282 ▲ 6,619 ▲ 13.7

10交際費 1,126 1,085 41 3.8

11需用費 622,765 678,284 ▲ 55,519 ▲ 8.2

12役務費 415,081 421,051 ▲ 5,970 ▲ 1.4

13委託料 3,062,823 3,142,711 ▲ 79,888 ▲ 2.5

14使用料及び賃借料 339,752 330,787 8,965 2.7

15工事請負費 1,502,364 550,217 952,147 173.0

16原材料費 3,022 3,183 ▲ 161 ▲ 5.1

17公有財産購入費 87,211 315,679 ▲ 228,468 ▲ 72.4

18備品購入費 134,830 79,151 55,679 70.3

19負担金、補助及び交付金 1,708,938 1,638,393 70,545 4.3

20扶助費 3,576,883 3,505,051 71,832 2.0

21貸付金 0 0 0 -

22補償、補填及び賠償金 526,997 337,364 189,633 56.2

23償還金、利子及び割引料 1,684,661 1,669,969 14,692 0.9

24投資及び出資金 0 0 0 -

25積立金 140,179 165,564 ▲ 25,385 ▲ 15.3

26寄附金 0 0 0 -

27公課費 1,728 2,058 ▲ 330 ▲ 16.0

28繰出金 2,664,535 2,879,016 ▲ 214,481 ▲ 7.4

29予備費 50,000 50,000 0 0.0

合     計 21,270,000 20,500,000 770,000 3.8

 ７ 歳出予算  節別集計表
(単位：千円、％)
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　８　社会保障施策に要する経費について

（歳入）

5.1億円

（歳出）

77.6億円

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

国県支出金 市債 その他 社会保障財源化分
の市交付金

その他

社 会 福 祉 総 務 費 56,479 8,035 0 42 0 48,402

国 民 年 金 事 務 費 278 206 0 0 0 72

遺 族 援 護 費 2,167 1 0 0 0 2,166

老 人 福 祉 費 43,439 3,350 0 1,835 0 38,254

障 害 者 福 祉 費 205,720 57,675 0 8,119 0 139,926

自 立 支 援 給 付 費 984,131 707,443 0 0 0 276,688

訪 問 看 護 費 38,049 0 0 38,049 0 0

児 童 福 祉 総 務 費 1,366,183 920,757 0 7,453 318,922 119,051

母 子 福 祉 費 217,019 75,552 0 2,999 0 138,468

保 育 所 費 1,215,573 494,362 0 137,488 0 583,723

生 活 保 護 費 297,148 226,612 0 0 0 70,536

災 害 救 助 費 335 0 0 0 0 335

教 育 指 導 費 15,745 7,515 0 3,289 0 4,941

幼 稚 園 費 496,469 81,509 0 17,851 0 397,109

社 会 教 育 費 3,415 1,896 0 300 0 1,219

小 計 4,942,150 2,584,913 0 217,425 318,922 1,820,890

国 民 健 康 保 険 費 312,375 197,415 0 0 95,412 19,548

介 護 保 険 費 594,785 10,876 0 0 95,666 488,243

後 期 高 齢 者 医 療 費 597,216 71,058 0 20,987 0 505,171

小 計 1,504,376 279,349 0 20,987 191,078 1,012,962

保 健 衛 生 総 務 費 25,167 1,281 0 50 0 23,836

健 康 増 進 費 342,395 9,680 0 1,373 0 331,342

病 院 費 945,918 0 0 0 0 945,918

小 計 1,313,480 10,961 0 1,423 0 1,301,096

7,760,006 2,875,223 0 239,835 510,000 4,134,948合 計

・市交付金（社会保障財源化分）

・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

社会
保険

保健
衛生

事業名

社会
福祉

　引上げ分の地方消費税収に伴う市交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保
障４経費その他社会保障施策に要する経費

予算額

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

(単位：千円)
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【参考】 総合計画に基づき分類した主な事業 

 
（１）総合計画（協働でめざすまちの姿） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《岡崎幼稚園園舎 

耐震補強事業》 

 

 

 

 

こども園化する岡崎幼稚園 
(イメージ) 

《その他の主な事業》 

 

新居幼稚園こども園化改修事業  【教育総務課・幼児教育課】     ４,０８０万円 

・新居幼稚園をこども園化するため、2020年度運用開始に向け、園舎改修工事、消耗

品や備品の準備を行います。 

 

幼児教育無償化事業  【幼児教育課】                 ３５６万円 

 ・2019年 10月からの幼児教育無償化により、認可外保育施設利用料の補助を行いま

す。 

 

スポーツ活動推進及び大会運営事業  【スポーツ・文化課】     １,６９３万円 

  ・東京 2020 オリンピックに向けたスペイン代表卓球チームの事前キャンプの受入れ

支援を行うなど、スポーツ活動の推進を行います。 

 

１ ひとが育つまち          ９億９，４５４万円 

事業費 2億１，８８１万円 

 

 

 

 

静岡県耐震基準に合わせるよう耐震補強工事を行うとともに、こども園化改修工事

を行い、安心と安全な教育環境の確保及び待機児童の解消を目指します。2021年度

運用開始に向け、こども園舎の増築を実施します。 

担当：教育総務課 

財   源 

国・県 ０万円 

市 債 

市 

その他 

1 億 9,090 万円 

２９１万円 

2,500 万円 

 

 

 

事業費の内訳 

手 数 料    ２０８万円 

委 託 料    ９３３万円 

工 事 費  ２億７４０万円 

  

    

「新規事業」 
新 

新 

新 
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社会体育施設維持管理事業  【スポーツ・文化課】      ２億１,６５２万円 

 ・湖西運動公園、北部地区運動広場、梶田多目的運動広場、みなと運動公園、新居ス

ポーツ広場公園、勤労者体育センター及び複合運動施設の施設管理を行います。 

 

民間保育園等施設整備費補助金  【幼児教育課】       １億６,７３１万円 

 ・民間保育園等の増改築等に要した経費への借入利子及び新設の民間こども園の施設

整備事業への補助を行います。 

 

自治会活動支援事業  【市民協働課】              ５,６８４万円 

 ・自主的な自治会活動を支援し、地域住民の自治意識と連帯感の高揚を図ります。 

 

新居中学校外壁塗装改修事業  【教育総務課】          ５,４６１万円 

 ・劣化による外壁材の落下があり危険な状態であるので、安全と安心を確保するため、

中校舎の外壁補修を行います。 

 

図書館運営事業（中央・新居）  【図書館】           ４,２４５万円 

 ・書籍や視聴覚資料をそろえ、図書資料を充実させます。 

 

特別支援教育推進事業  【学校教育課】             ２,８７６万円 

・個にあった学びを充実させるため、一人一人の学習を支援する特別支援員を配置し

ます。 

 

生きた英語教育推進事業  【学校教育課】            ２,１３７万円 

 ・外国語指導助手を幼稚園、小学校及び中学校に配置し、コミュニケーション能力の

素地と基礎を育成します。 

 

多文化共生事業  【市民協働課】                １,５２９万円 

  ・外国人と日本人が、相互の理解及び協調のもとに、安心して暮らせる地域づくりを

推進します。 

 

図書館施設維持管理事業（中央・新居）  【図書館】       １,３２７万円 

 ・図書館施設及び図書資料の維持管理を行います。 
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２ ふれあいあふれる、はつらつとしたまち １７９億２,５９０万円 

《妊産婦乳児健康診査事業》 事業費  ５,８０２万円 

 

 

 

 

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため、平成 31年度から産婦健康診査

を追加し、産後ケア事業を実施します。 

担当：健康増進課 

財   源 

国・県 ３５２万円 

市 債 

市 

その他 

０万円 

５,４５０万円 

０万円 

事業費の内訳 

委 託 料    ４,８３６万円 

補 助 金       ５６９万円 

そ の 他       ３９７万円 

《その他の主な事業》 

 

児童手当支給事業  【子育て支援課】               ９億９,１７２万円 

 ・中学校修了前の児童を養育している保護者へ手当を支給します。 

 

自立支援給付費（介護・訓練等給付費）  【地域福祉課】       ７億２００万円 

 ・障害者総合支援法に基づき、障害者の自立を支援するための給付費を支給します。 

 

 

《放課後児童健全育成事業》 事業費  ３,２８４万円 

 

 

 

 

放課後に留守家庭となる小学校児童のために放課後児童クラブ運営業務を委託しま

す。また、2020年度から放課後児童クラブ１クラスを新居小学校へ移設するため、校

舎の一部改修及び必要な備品購入を行います。 

担当：子育て支援課 

財   源 

国・県 ２,１２０万円 

市 債 

市 

その他 

０万円 

１,０６４万円 

１００万円 

事業費の内訳 

委 託 料    ３,１０２万円 

そ の 他       １８２万円 
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生活保護実施事業  【地域福祉課】              ２億８,４１７万円 

・生活保護法に基づき、生活困窮者に最低限度の生活を保障するとともに、自立を助

長します。 

 

児童扶養手当給付事業  【子育て支援課】            １億９,３１８万円 

 ・離婚等の理由により児童を監護し生計を同じくしている父、または監護している母

等ひとり親へ手当を支給します。 

 

障害児通所支援事業（障害児通所給付費） 【地域福祉課】    １億８,１００万円 

 ・児童福祉法に基づき、障害児を支援するための給付費を支給します。 

 

感染症対策事業  【健康増進課】               １億５,１７８万円 

 ・疾病予防のための予防接種や新型インフルエンザ等感染の発症に備えた医薬材料等

の整備を行います。 

 

心身障害者福祉費（重度障害者（児）医療費）  【地域福祉課】  １億２,０８４万円 

 ・重度障害者（児）に係る医療費の自己負担を軽減し、福祉の推進を図ります。 

 

生活習慣病健診事業  【健康増進課】               ９,３６５万円 

 ・健康増進法に基づき、主に４０歳以上の成人を対象に各種健(検)診を実施し、生活習

慣病予防を行います。 

 

社会福祉事務事業  【地域福祉課】                ５,６４８万円 

・社会福祉団体等と連携を図りながら、地域福祉関係事業の推進を図ります。 

 

 

《特別会計・企業会計》 

 

国民健康保険事業特別会計  【保険年金課】         ５６億８,６００万円 

 

後期高齢者医療事業特別会計  【保険年金課】        ６億７,２８４万円 

 

介護保険事業特別会計  【長寿介護課】           ４２億３,６６２万円 

 

病院事業会計  【市立湖西病院】             ３８億１,５７４万円 
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３ 安全で安心して暮らせるまち   ４億４,１０６万円 

《防犯まちづくり事業》 

 

事業費  ２,４２３万円 

  

 

 

 

生活道路の夜間安全確保と犯罪防止のため、防犯灯の整備及び維持管理を行います。ま

た、市内の防犯灯を一括してＬＥＤ化し、安全安心な市民生活の確保と充実を図りま

す。 

 

担当：危機管理課 

財   源 

国・県 ０万円 

市 債 

市 

その他 

０万円 

２,３７６万円 

４７万円 

事業費の内訳 

光熱水費        ８３２万円 

委 託 料       １,１０９万円 

負 担 金     ３５４万円 

そ の 他        １２８万円 

《消防車両の整備》  

 

事業費 ５,９４１万円 担当：警防課・消防総務課 

 

 

 

 

事業費の内訳 

車両整備費   ５,９４１万円 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

国・県 

市 債 

市 

その他 

９００万円 

４,７００万円 

３４１万円 

０万円 

市民が安全で安心して暮らせるよう、南分署と消防団第７分団（入出地区）の老朽化し

た消防ポンプ自動車を更新し、消防力の充実・強化を図ります。 

 

 

《その他の主な事業》 

 

無線設備事業  【危機管理課】                   ８,４７８万円 

・同報無線子局をアナログ波からデジタル波へ変更するための整備を行うとともに、通

信施設等の維持管理を行います。 

 

 

 

財   源 
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河川・排水路維持補修事業  【土木管理課】           １,３１８万円 

・準用河川、普通河川及び排水路等の維持管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防団運営費  【消防総務課】                 ６,６８６万円 

  ・消防団員活動を推進し、地域防災力の向上を図ります。 

 

通信指令装置・消防救急無線整備事業  【警防課】        ３,４０５万円 

・１１９番の受付や各種災害情報・気象情報の受信伝達等を行うため、通信指令装

置及び消防救急無線装置の維持管理を行います。 

 

地震対策事業  【危機管理課】                  ２,６３２万円 

・地震災害に対応する体制を整えるため、防災訓練の実施と災害用備蓄品の購入、

施設及び資機材の維持管理を行います。 

 

急傾斜地崩壊対策事業  【土木建設課】              ２,５０１万円 

・白須賀宿北の急傾斜地崩壊対策を行います。 

 

ＴＯＵＫＡＩ－０総合支援事業  【建築住宅課】          ２,４９６万円 

・建物等の耐震化を推進します。 

 

浜名港修築事業負担金  【土木管理課】             １,８３０万円 

・静岡県が行う浜名港の整備に対し、応分の負担をします。 

 

自主防災振興事業  【危機管理課】                １,５３８万円 

・地域防災指導員の育成、自主防災会が行う訓練及び防災資機材購入に係る経費の

補助を行います。 

 

河川・排水路維持補修事業  【土木管理課】           １,３１８万円 

・準用河川、普通河川及び排水路等の維持管理を行います。 

 

交通安全推進事業  【危機管理課】               １,０００万円 

・年４回の交通安全運動などを通じ、交通安全意識の高揚を図ります。 
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４ 自然と環境に配慮したきれいなまち 1２億５,４６１万円 

《その他の主な事業》 

 

 廃棄物対策事業  【廃棄物対策課】              ７億１,１９５万円 

  ・家庭系廃棄物を適正に収集運搬するとともにごみの分別、減量及び資源化を推進し

ます。 

 

廃棄物処分場管理運営事業  【廃棄物対策課】          ８,１００万円 

 ・笠子廃棄物処分場及び新居廃棄物処分場の維持管理及び運営を行います。また、笠

子廃棄物処分場浸出水処理施設の長寿命化工事を実施します。 

 

公園維持管理事業  【土木管理課】               ６,５３９万円 

 ・公園の保全と緑豊かな緑地の維持管理を行います。 

 

道路施設樹木維持管理事業  【土木管理課】           ３,８１４万円 

・道路の緑地の保全を行い、潤いのある生活環境を整備します。 

 

花と緑のまちづくり推進費  【環境課】             １,２６１万円 

・市民の協力のもと、年間 30万本の花苗を育成し公共花壇等に植えるとともに、春

と秋に緑花フェアを開催します。 

 

《ごみ処理施設管理運営事業》 

  
事業費３億３,０６５万円 

 

 

 

 

 

 

<焼却再稼働する環境センター> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ焼却施設の再稼働に向けて、事業者選定の準備、リサイクルプラザの長寿命

化計画策定・生活環境影響調査等を行います。また、旧環境センター解体のための発注

仕様書を作成します。 

担当：廃棄物対策課 

財   源 

国・県 ９８６万円 

市 債 

市 

その他 

０万円 

２億７,１１９万円 

４,９６０万円 

事業費の内訳 

委 託 料   ３億６２２万円 

修 繕 料     ３３９万円 

手 数 料     ７１２万円 

そ の 他    １,３９２万円 
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《（都）大倉戸茶屋松線 

整備事業》 

   

事業費４億６,１５０万円 

 

 

 

 

 

産業振興に資することに加え、市民の利便性の向上を図るため、都市計画道路 

大倉戸茶屋松線の整備を行います。 

担当：土木建設課 

財   源 

国・県 ２億４７５万円 

市 債 

市 

その他 

２億３,１００万円 

 
２,５７５万円 

 
０万円 

 

事業費の内訳 

工 事 費  ３億５００万円 

補 償 金   ８,６００万円 

土地購入費   ７,０５０万円 

 

 

 

 

 

《土地区画整理事業費》 

 

  

事業費１０億３,１８０万円 

 

 

 

 

標高３０メートル以上の浜名湖西岸地区に新たな工業団地を造成する土地区

画整理事業を支援します。 

担当：都市計画課 

財   源 

国・県 ０万円 

市 債 

市 

その他 

５億３１０万円 

 

 
３億７,８７０万円 

１億５,０００万円 

 

事業費の内訳 

手 数 料     ６８３万円 

委 託 料  １億１,６２4 万円 

工 事 費  ５億５,０００万円 

補 償 金  ３億５,８３０万円 

そ の 他      ４３万円 

５ 調和のとれた便利なまち     ５９億６,８０７万円 
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《その他の主な事業》 

電子市役所推進費  【情報政策課】              ２億１,５０３万円 

・市民サービスの向上と行政事務の効率化を図るため、業務システム等の運用管理を

行うとともに、情報化を推進していきます。平成 31年度は働き方改革の一環とし

て、ＩＣＴ技術を活用し、定例的な事務処理を自動で行わせるＲＰＡソフトウェア

の導入検証を行います。（ＲＰＡソフトウェア年間使用料 10１万円） 

 

都市計画関係事務費  【都市計画課】               1,６５０万円 

・中心市街地の活性化など、高齢化や人口減少等に対応した住みやすいまちづくりを

推進していきます。平成 31年度は、立地適正化計画策定に向けた都市機能等の誘

導区域の検討を行います。 

 

道路維持管理事業  【土木管理課】                １億５,４５８万円 

・良好な路面及び排水施設の維持管理を行います。 

 

し尿処理施設管理運営事業  【廃棄物対策課】         1億２,９４７万円 

・し尿、浄化槽汚泥を適正に処理するため、衛生プラントの運転管理等を行います。 

 

バス事業  【市民協働課】                    ７,８９４万円 

・各地区から JR各駅へ運行するコミュニティバス事業を実施します。 

 

鷲津駅谷上線整備事業  【土木建設課】              ５,０００万円 

 ・鷲津駅谷上線の歩道未整備区間の整備を行います。 

 

新所原笠子線道路改良事業  【土木建設課】            ４,８５０万円 

 ・自動車及び歩行者の増加に伴い、未整備区間の歩道の設置と交差点の改良を行いま

す。 

 

合併処理浄化槽補助事業  【廃棄物対策課】             ３,９３５万円 

・合併浄化槽設置の補助を行います。 

 

橋梁長寿命化事業  【土木管理課】                ２,２３５万円 

・橋梁点検を実施し、計画的修繕を行います。 

 

《企業会計》 

水道事業会計  【水道課】                １５億８,０５６万円 

公共下水道事業会計  【下水道課】            ２２億６,７０５万円 
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６ 産業の発展や交流による活力あふれるまち  １６億３,６６５万円 

《関係人口対策事業》  

  
事業費   １５５万円 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ふるさと大使や SNS等の活用により、「こさい」の魅力を発信し、今まで関係が少なか

った転出者やふるさと納税者といった「関係人口」と市とのつながりを強化し、知

名度の上昇、交流人口の増加、稼ぐ力の強化（ふるさと納税）などへつなげていき

ます。 

担当： 観光交流課 

財   源 

国・県 ０万円 

市 債 

市 

その他 

０万円 

１１７万円 

 ３８万円 

事業費の内訳 

印刷製本費     ３０万円 

広 告 料     ５５万円 

そ の 他     ７０万円 

《その他の主な事業》 

 

商工業振興事業  【産業振興課】                １,３７６万円 

・市内の商業の振興を図り、安定した商工業の基盤づくりを行うため、中小企業支援

コーディネート業務の委託や事業所内保育施設支援、中小企業販路拡大支援を行い

ます。 

 

企業立地促進事業  【産業振興課】             2億１,４７５万円 

・湖西市への企業立地又は、市内企業の拡張等に対し奨励金を交付し、産業の振興と

雇用機会の拡大を図ります。 

 

農業基盤整備事業  【産業振興課】             １億１,２１１万円 

・農業用施設の維持管理を行います。 

・豊川用水二期事業及び県営事業を推進します。 

・湖西用水土地改良区へ補助金を交付します。 

 

勤労者定着促進事業  【産業振興課】              ３,２９６万円 

・住宅建設資金の借入金に対する利子補給を行います。 
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技術・技能開発事業  【産業振興課】                ２,２２３万円 

・企業の技術者及び技能者の養成を行います。 

 

小規模事業経営改善支援事業  【産業振興課】            ２,０４２万円 

  ・小規模事業者の振興と安定を図るため、商工会に補助を行います。 

 

道の駅潮見坂管理運営事業  【観光交流課】             １,７９０万円 

  ・まちのにぎわいと活気を創出するため、地域振興施設である道の駅「潮見坂」の運営

を行い、イベントの開催などで集客を図ります。 

 

新居弁天今切体験の里管理運営事業  【観光交流課】         １,７８９万円 

  ・浜名湖の資源を生かした体験交流の活動拠点としての施設管理を行います。 

 

観光振興事業  【観光交流課】                   １,７００万円 

・静岡県下で行われるＪＲデスティネーションキャンペーンや浜松・浜名湖ＤＭＯに参

画するなど広域連携を進め、効果的な観光行政を展開します。 

７ 歴史・伝統・文化を生かし次世代に継承するまち １億８,２３７万円 

《新居関跡保存整備事業》  

  
事業費 １億４,３００万円 

 

新居関所アプリ(イメージ) 

 

 

【写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 江戸時代後期の歴史的景観を新居関所構内でよみがえらせるため、女改之
おんなあらための

長屋
な が や

の

復元工事を実施します。 

 また、来館者が楽しく学べるようＣＧ等を取り入れたアプリを作成します。 

担当：スポーツ・文化課 

財   源 

国・県 ７,２８８万円 

市 債 

市 

その他 

５,７４０万円 

１,２７２万円 

 ０万円 

事業費の内訳 

工 事 費 １億２,５７０万円 

委 託 料   １,０６２万円 

備品購入費    ６０５万円 

そ の 他     ６３万円 

《その他の主な事業》 

 

新居関所管理運営事業  【スポーツ・文化課】             １,５１７万円 

・新居関所の保全に努めるとともに、地域の歴史史料を保存伝承し、新居関所史料館の管

理を行います。 
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 総合計画の推進に向けて      ５億９,８５１万円 

《主な事業》 

 

公共施設マネジメント推進事業  【資産経営課】      １億７,２０７万円 

 ・公共施設の管理運営について業務水準向上や業務の効率化を進めるため、平成

31年度から 5年間の「包括施設管理業務委託」を導入します。 

 

企画推進事業  【企画政策課】                  ４３５万円 

 ・2021年度から始まる次期総合計画の策定に向け、まちの将来像やその実現に向

けた施策を調査・研究していくため、市民意識調査を実施、審議会や市民WGを

開催します。 

《移住定住促進事業》  

  

事業費   ２,６６７万円 

 

 

【写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「職住近接」による、ゆとりある豊かなライフスタイルを提案し、若い世代の本市

への定住を促進するため、市内に住宅を取得する世帯に対し最大 100万円の助

成を新たに行うほか、新婚さんの新生活応援、ＵＩＪターンの推進、住宅フェアや

移住定住イベントでの啓発を行います。 

担当：企画政策課 

財   源 

国・県 ３７５万円 

市 債 

市 

その他 

０万円 

２,１７４万円 

 １１８万円 

事業費の内訳 

補 助 金   ２,５４９万円 

そ の 他    １１８万円 

新 


